







































































































































Commission on Environment and Development」、委員長の名前を取り「ブルントラント委員
会」と呼ばれることもある）。この委員会から、1987年に「Our Common Future（我ら共有の未
来）」という報告書が提出された。報告書では、「持続可能な開発」について言及している。
　1992年、ブラジルのリオ・デ・ジャネイロで「国連環境開発会議」（「地球サミット」とも呼ば
れ、また「リオ・サミット」と呼ばれることもある）が大規模に開催された。この会議では「リ
オ宣言」が採択された。「リオ宣言」は環境・資源保護・持続可能な開発を扱っており、さらに
「アジェンダ21」などの実行ルールが採択された。「アジェンダ21」は持続可能な開発を実現す
るための行動計画であり、環境・資源の保全のみならず貧困、人口などその内容は広範囲にわた
る。「アジェンダ21」の進捗状況を監視するために、1992年の総会で「持続可能な開発委員会」
の設置が決定した。
　地球温暖化の進展にともない、1994年に「気候変動枠組条約」が締結され（197カ国）、サラ
に３年後の1997年に京都で開催されたCOP3で地球温暖化に関する「京都議定書」が採択された。
　2000年にはニューヨークの国連本部でミレニアム・サミットが開催され、国連ミレニアム宣言
が採択された。さらにこの宣言をもとにした「ミレニアム開発目標（MGDs）」が採択された。
MGDsはSDGs（2030アジェンダに記載）の前身に当たるもので、2015年末までに達成すべき８
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つの目標を掲げている。その目標は
　　　　①極度の貧困と飢餓の撲滅
　　　　②初等教育の完全普及の達成
　　　　③ジェンダー平等推進と女性の地位向上
　　　　④乳幼児死亡率の削減
　　　　⑤妊産婦の健康の改善
　　　　⑥HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延の防止
　　　　⑦環境の持続可能性確保
　　　　⑧開発のためのグローバルなパートナーシップの推進
である。目標は環境のみならずかなり広範囲にわたっている。
　2002年には南アフリカのヨハネスブルグで「持続可能な開発世界首脳会議」が開催され、
2012年にはブラジルのリオ・デ・ジャネイロで「国連持続可能な開発会議」（「リオ＋20」とも呼
ばれる）が開催された。「リオ＋20」では以下の二つのテーマが話し合われた。
　　　　①グリーン経済への移行
　　　　②「持続可能な開発」のための新たな枠組み
　また、「持続可能な開発目標（SDGs）」についての話し合いも開始された。
　地球温暖化については、2015年にフランスのパリでCOP21が開催され、「京都議定書」の後
継として「パリ協定」が採択された。
　2015年には、「国連持続可能な開発サミット」が開催され、「われわれの世界を変革する：持
続可能な開発のための2030アジェンダ」（SDGsを含む）が採択された（この部分は拙稿「SDGs
に関する一考察」『神奈川大学経営学部国際経営論集第58号』より引用した）。
４．超システムとしての「持続可能な開発」システム
　「持続可能な開発」システムは、1972年、スウェーデンのストックホルムで開催された「国
連人間環境会議」（「人間環境宣言」が採択された）を起点として発展を続け、MGDsを経て
SDGsとして現在に至っている。この考え方に立つと、MGDsやSDGsは「持続可能な開発」シス
テムのある時点における状態（SDGsは現在の状態）となる。この考え方のほうが発展史なども
一貫して考察できるので、超システムという概念により適している。ここでは、このシステムが
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超システムであることを証明する。
（1）自己生成
　「３．持続可能な開発の歴史」でも言及したように、最初は環境が中心であったが、アジェン
ダ21、MDGs、SDGsと発展していくに従って、環境だけでなく、経済・産業、貧困、人の生活
環境なども含まれるようになった。これは「自己生成」である。
（2）自己多様化
　（1）の過程は環境から環境、経済・産業、貧困へと多様化していく過程でもある。すなわち
「自己多様化」の過程である。また、活動を担う国、地方公共団体、企業、NPO、個人なども
広がりを見せており、この面でも多様化は進んでいる。自己多様化の例としては５で取り上げる
日本版SDGsがある。日本以外の国でもその国に適したSDGsが実践されるので、国家レベルで
の多様化が進んでいる。
（3）自己組織化
　SDGsでは17の目標と169のターゲットは、ばらばらではなく一体となって推進していく。す
なわち自己組織化されている。推進の担い手となる各セクター（国、地方公共団体、企業、NPO、
個人）も目標あるいは目標の一部を実行するので、目標の実行という点で自己組織化されている。
　この点においてはアジェンダ21、MDGsなどにおいても同様である。
（4）自己適応
　取り組んでみたが、推進にあまり効果のない物は途中で中止されるので、自己適応は存在する。
また進捗状況も監視・コントロールされるので、その意味でも自己適応は存在する。
（5）閉鎖性と開放性
持続可能な開発と超システムに関する一考察
　SDGsは17の目標と169のターゲットをもとに推進されるので、その意味では閉じている。ま
た、外部からの情報、物、資金などは必要であるから、取り入れるので、その意味では開いてい
る。すなわち、閉鎖性と開放性を有している。この点においてはアジェンダ21、MDGsなどにお
いても同様である。
（6）自己言及
　たとえばMDGs からSDGsへの移行を考える。このときSDGsはMDGsの後継として位置づけ
られ、MDGsで積み残したものもSDGsの一部として含まれている。SDGsはMDGsの発展形であ
る。SDGsがMDGsを破壊し、まったく別のものとして出現したわけではない。この過程は「自
己言及」と考えられる。
（7）自己決定
　どのように推進していくかを決定するのは大枠については国連であり（SDGsにおいては「誰
一人取り残さない」とあり、全人類が対象）、各セクター（国、地方政府、企業、NPO、個人な
ど）の実践を決定するのは各セクターと各セクターに含まれる人間である。すなわち、自己決定
である。
　以上より、「持続可能な開発」システムは超システムであることが示された。
５．日本におけるSDGs
　日本においては、SDGsを推進するために総理大臣を本部長とする「持続的な開発目標推進本
部」が2016年5月に設置され、さらに広範な関係者が意見交換を行う「SDGs円卓会議」が推進
本部の下に設置された。この会議の意見をもとに2016年12月に「持続的な開発目標（SDGs）実
施指針」が策定された。その後、2019年12月に一部が改定され、「SDGs実施指針改訂版」と
なった。「SDGs実施指針改訂版」のビジョンでは
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我が国は、このような持続可能な経済・社会づくりに向けた先駆者、いわば課題解
決先進国として、SDGsの実施に向けた模範を国際社会に示すような実績を積み重
ねてきている。
と述べており、さらに
日本の持続可能性は世界の持続可能性と密接不可分であることを前提として、引き
続き、世界一のロールモデルとなり、世界に日本の「SDGsモデル」を発信しつつ、
国内実施、国際協力の両面において、世界を、誰一人取り残されることのない持続
可能なものに変革し、2030年までに、国内外においてSDGsを達成することを目指す。
と述べている。日本は世界の模範となるべきSDGs実践国家を目指していることがわかる。
　また、2030年の社会について、以下のように述べ、
すべての人が恐怖や欠乏から解放され、尊厳を持って生きる自由を確保し、レジリ
エンス、多様性と寛容性を備え、環境に配慮し、豊かで活力があり、格差が固定し
ない、誰一人取り残さない2030年の社会を目指す。
目指すべき2030年の社会が明確に示されている。さらに、Society 5.0と気候変動について
2030年までSDGsを達成し、経済発展と社会的課題の解決を目指すため、官民が共有
する国家戦略であるSociety 5.0を引き続き推進していく。とりわけ、気候変動とい
う喫緊の課題に対して、パリ協定における2℃ 目標及び1.5℃ 努力目標を踏まえて、
生物多様性・生態系の保全にも緊急性を持って取り組みを強化していく。
と述べており、Society 5.0と環境（気候変動・生物多様性・生態系の保全）を重視していること
がわかる。
　「SDGs実施指針改定版」により2030年までの活動方針と目指すべき2030年の社会が明確に規
定されている。
　このビジョン達成のため次に示す８つの優先課題を掲げている。
　　　　（People　人間）
　　　　１　あらゆる人々が活躍する社会・ジェンダー平等の実現
持続可能な開発と超システムに関する一考察
　　　　２　健康・長寿の達成
　　　　（Prosperity　繁栄）
　　　　３　成長市場の創出、地域活性化、科学技術イノベーション
　　　　４　持続可能で強靭な国土と質の高いインフラの整備
　　　　（Planet　地球）
　　　　５　省・再生可能エネルギー、防災・気候変動対策、循環型社会
　　　　６　生物多様性、森林、海洋等の環境の保全
　　　　（Peace　平和）
　　　　７　平和と安全・安心社会の実現
　　　　（Partnership　パートナーシップ）
　　　　８　 SDGs実施推進の体制と手段
　また、以下のような五つの実施のための主要原則が掲げられている。
　　　　（1）普遍性
　　　　（2）包摂性
　　　　（3）参画性
　　　　（4）統合性
　　　　（5）透明性と説明責任
　この実施指針の優先分野に取り組むために、2017年12月に「SDGsアクションプラン2018」、
2018年６月に「拡大版SDGsアクションプラン2018」、2018年12月に「SDGsアクションプラン
2019」、2019年６月に「拡大版SDGsアクションプラン2019」、2019年12月に「SDGsアクション
プラン2020」が策定された。「SDGsアクションプラン2020」では、以下に示す３本柱を中核と
する「日本のSDGsモデル」の展開を加速していくことになる。
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　　　　Ⅰ．ビジネスとイノベーション
　　　　　～SDGsと連動する「Society5.0」の推進～
　　　　Ⅱ．SDGsを原動力とした地方創成、強靭かつ環境に優しい魅力的なまちづくり
　　　　Ⅲ．SDGsの担い手としての次世代・女性のエンパワーメント
　ここで示した日本版SDGsは日本固有の取り組みである。各国でも自国に適したSDGs活動計
画・実践があり、国家レベルでの多様性が見て取れる。
６．終わりに
　本稿では、「持続可能な開発」システムという概念を導入し、このシステムが1972年の「国
連人間環境会議」（「人間環境宣言」採択）を起点とし、発展を続け、MDGsを経てSDGs（現
在）になったと考えた。MDGsやSDGsはある時点におけるこのシステムの姿であると考えた。
このような考え方を導入したのは、SDGsだけが単独で存在するわけではなく、長い歴史の上で
SDGsが存在するからである。過去から現在までを知らなければ未来も見通せない。そのような
考えでこのシステムを提案したが、このシステムを用いた解析はこれからである。
注
１．拙稿「SDGsに関する一考察」『神奈川大学経営学部国際経営論集第58号』2019，p. 83.
２．超システムについては以下の書籍を参照した。 
多田富雄『免疫の意味論』青土社，1993. 
多田富雄『生命の意味論』青土社，1997. 
多田富雄『免疫・「自己」と「非自己」の科学』日本放送出版協会，2001. 
免疫については以下の書籍を参考にした。 
Peter Wood（著）山本一夫（訳）『免疫学』東京化学同人，2010.
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